


















借地を活用した障害者（児）施設設置支援事業補助要綱 

 

２６福保障居第２２８３号 

平成２７年１月１９日 

２６福保障居第３０６５号 

平成２７年３月３１日 

２８福保障施第１０７６号 

平成２８年７月１９日 

３０福保障施第９１４号 

平 成 ３ ０ 年 ７ 月 ３ 日 

２ 福 保 障 施 第 ３ ４ ７ ９ 号 

令 和 ３ 年 ４ 月 １ 日 

５福祉障施第２４４９号 

令 和 ６ 年 ４ 月 １ 日 

６福祉障施第２９７５号 

令 和 ７ 年 ４ 月 １ 日 

 

１ 目的 

この事業は、障害者（児）施設を設置運営する事業者（以下「事業者」という。）が

国有地又は民有地（以下「国有地等」という。）を借り受けて障害者（児）施設を新た

に整備する場合に要する経費の一部を都が予算の範囲内で補助することにより、障害者

施設の設置促進を図ることを目的とする。 

 

２ 補助対象者 

この事業の補助対象者は、社会福祉法人、特定非営利活動法人等（自治体、営利法人

を除く。以下「法人」という。）とする。ただし、次に掲げる団体は、この要綱に基づ

く補助金の交付の対象としない。 

（１）暴力団（東京都暴力団排除条例（平成２３年東京都条例第５４号。以下「暴排条例」

という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

（２）社会福祉法人その他の者の代表者、役員又は使用人その他の従業者若しくは構成員

に暴力団員等（暴力団並びに暴排条例第２条第３号に規定する暴力団員及び同条第４

号に規定する暴力団関係者をいう。以下同じ。）に該当する者があるもの 

 

３ 補助対象事業 

（１）この補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、事業者が国

有地等をその所有者から借り受けて別表１に掲げる事業所を新たに整備する事業とす

る。 

（２）（１）にかかわらず、次に掲げる場合は、補助対象としない。 

  ア 賃貸借契約の当事者が利益相反関係とみなされる場合 

  イ 他の補助制度等（「定期借地権利用による障害福祉サービス事業所等整備促進事

業」を除く。）により現に経費の一部又は全部に補助を受けている場合 

  ウ その他東京都知事（以下「知事」という。）が適当でないと認める場合 

 

４ 補助事業の実施期限 
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この事業は、令和９年３月３１日までに、所有者と事業者の間の賃貸借契約に基づく

土地の賃貸借期間が開始されたものを対象とする。 

 

５ 補助対象期間 

この補助金の交付の対象となる期間（以下「補助対象期間」という。）は、土地の賃

貸借期間が開始された日の属する月（当該月の日数が１月に満たない場合も１月とみな

す。）から起算して６０月を上限とする。この場合において、賃料の支払を要しない月

（日数が１月に満たない月も１月とみなす。）についても、１月と換算するものとする。 

 

６ 補助対象経費 

（１）この補助金の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、国有地等を借

り受けて別表１に掲げる事業所を新たに整備する場合に要する土地の賃料とする。 

（２）（１）の補助対象経費については、平成２７年１月１９日以降に所有者と事業者の

間で新たに締結した賃貸借契約に係る経費に限るものとする。 

 

７ 補助金交付額 

  この補助金は、会計年度ごとに、次により算出された額を予算の範囲内において交付

するものとする。ただし、算出した額に１，０００円未満の端数が生じた場合は、これ

を切り捨てるものとする。 

（１）国有地 

対象施設ごとに、補助対象経費の実支出額に２分の１を乗じて得た額を補助額とす

る。 

（２）民有地 

ア 別表１の１欄に定める事業所等及び別表１の３欄に定める施設の場合 

 補助対象経費の実支出額と、施設の所在する別表２の１欄に掲げる区市町村に応じ

て同表の２欄に定める補助基準額（当該会計年度における補助対象期間が１２月に満

たない場合は、当該期間を１２月で除した割合を乗じるものとする。）とを比較して、

いずれか少ない額に２分の１を乗じて得た額を補助額とする。 

  イ 別表１の２欄に定める事業所等の場合 

 補助対象経費の実支出額と、施設の所在する別表３の１欄に掲げる区市町村に応じ

て同表の２欄に定める補助基準額（当該会計年度における補助対象期間が１２月に満

たない場合は、当該期間を１２月で除した割合を乗じるものとする。）とを比較して、

いずれか少ない額に２分の１を乗じて得た額を補助額とする。 

  ウ 別表１の４欄に定める事業所等の場合 

 補助対象経費の実支出額と、施設の所在する別表４の１欄に掲げる区市町村に応

じて同表の２欄に定める補助基準額（当該会計年度における補助対象期間が１２月

に満たない場合は、当該期間を１２月で除した割合を乗じるものとする。）とを比

較して、いずれか少ない額に２分の１を乗じて得た額を補助額とする。 

８ 補助条件 

  この補助金は、別記の補助条件を付して交付するものとする。 

 

９ 補助金の交付申請及び交付決定 

（１）事業者は、この補助金の交付を受けようとするときは、会計年度ごとに、別に定
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める期日までに補助金交付申請書（別記第１号様式）に必要な書類を添付して、知

事に対し、補助金の交付を申請するものとする。 

（２）知事は、事業者から（１）による補助金の交付申請を受けたときは、会計年度ご

とに、交付申請書及び添付書類の内容を審査の上、交付の可否を決定し、速やかに

当該事業者に通知する。 

 

１０ 補助金の請求 

   交付決定を受けた補助金を請求しようとするときは、請求書（別記第２号様式）に

次の書類を添付して請求するものとする。 

（１）印鑑証明書 

（２）支払金口座振替依頼書 
 

１１ その他 

   この要綱に定めるもののほか、この事業の補助に関して必要な事項は、都が別に

定める。 

 

附 則 

この要綱は、決定の日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、決定の日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、決定の日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、令和７年４月１日から施行する。
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別記 

 

補 助 条 件 

 

１ 事情変更による決定の取消し等 

  知事は、この補助金の交付の決定後の事情の変更により特別の必要が生じたときは、

この決定の全部若しくは一部を取り消し、又はこの決定の内容若しくはこれに付した

条件を変更することがある。ただし、補助事業のうち既に経過した期間に係る部分に

ついては、この限りではない。 

 

２ 承認事項 

  事業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、あらかじめ知事の承認を受けな

ければならない。ただし、（１）及び（２）に掲げる事項のうち軽微なものについては、

この限りではない。 

（１）補助事業に要する経費の配分を変更しようとするとき。 

（２）補助事業の内容を変更しようとするとき。 

（３）補助事業を中止し、又は廃止しようとするとき。 

 

３ 事故報告 

  事業者は、補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難と

なった場合は、速やかにその理由及び遂行の見通しその他必要な事項を書面により知

事に報告しなければならない。 

 

４ 状況報告 

  知事は、補助事業の円滑かつ適正な遂行を図るため、その遂行の状況に関し事業者

に対し報告を求めることができる。 

 

５ 補助事業の遂行命令 

  知事は、この要綱の規定による報告、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２

１条第２項の規定による調査等により、補助事業が補助金の交付決定の内容又はこれに

付した条件に従って遂行されていないと認めるときは、事業者に対し、これらに従って

補助事業を遂行すべきことを命ずることができる。 

 

６ 実績報告 

  事業者は、補助金の交付の決定に係る会計年度の終了後、別に指定する期日までに、

実績報告書（別記第３号様式）を知事に提出しなければならない。 

 

７ 補助金の額の確定等 

  知事は、６による実績報告の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、補助事

業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合していると認めた

ときは、交付すべき補助金の額を確定し、事業者に通知する。 

 

８ 是正のための措置 

（１）知事は、７による調査等の結果、補助事業の成果が補助金の交付の決定の内容及
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びこれに付した条件に適合しないと認めるときは、事業者に対し、当該補助事業に

つき、これに適合させるための措置をとるべきことを命ずることがある。 

（２）６の実績報告は、前項の命令により必要な措置をした場合においても、これを行

わなければならない。 

 

９ 決定の取消し 

（１）知事は、事業者が次の各号のいずれかに該当したときは、補助金の交付の決定の

全部又は一部を取り消すことがある。 

ア 偽りその他不正の手段により、補助金の交付を受けたとき。 

イ 補助金を他の目的に使用したとき。 

ウ 補助金の交付の内容又はこれに付した条件その他法令に基づく命令に違反した

とき。 

エ 交付決定を受けた者（法人その他の団体にあっては、代表者、役員又は使用人

その他の従業者若しくは構成員を含む。）が、暴力団員等に該当するに至ったとき。 

（２）前項の規定は、７により交付すべき補助金の額を確定した後においても適用する。 

 

１０ 補助金の返還 

知事は、１又は９により補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消した場合に

おいて、補助事業の当該取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されていると

きは、期限を定めて、事業者に対しその返還を命ずるものとする。 

７の規定により交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を超

える補助金が交付されているときは、その超えた額についても同様とする。 

 

１１ 違約加算金 

事業者は、９により補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消され、その返還

を命ぜられたときは、その命令に係る補助金の受領の日（補助金が２回以上に分け

て交付されている場合においては、返還を命ぜられた額に相当する補助金は最後の

受領の日に受領したものとし、当該返還を命ぜられた額に達するまで順次さかのぼ

りそれぞれの受領の日において受領したものとする。）から納付の日までの日数に応

じ、当該補助金の額（その一部を納付した場合におけるその後の期間においては、

既納付額を控除した額）につき、年１０．９５％の割合で計算した違約加算金（１

００円未満の場合を除く。）を納付しなければならない。 

 

１２ 延滞金 

   事業者は、補助金の返還を命ぜられた場合において、これを納付期日までに納付

しなかったときは、納付期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額

につき年１０．９５％の割合で計算した延滞金（１００円未満の場合を除く。）を納

付しなければならない。 

 

１３ 他の補助金等の一時停止等 

   事業者が補助金の返還を命ぜられたにもかかわらず、当該補助金、違約加算金又

は延滞金の全部若しくは一部を納付しない場合において、他に同種の事務又は事業

について交付すべき補助金等があるときは、知事は、相当の限度においてその交付

を一時停止し、又は当該補助金等と未納付額を相殺するものとする。 
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１４ 財産の適正管理 

事業者は、知事の承認を受けないで、補助事業により取得した財産（以下「財産」

という。）をこの補助事業の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保

に供し、又は廃棄してはならない。 

 

１５ 財産処分に伴う収入の納付 

    知事の承認を受けて財産の処分をすることにより収入があった場合には、知事はそ

の収入の全部又は一部を都に納付させることができる。 

 

１６ 書類の整備保管 

   事業者は、補助金と補助事業に係る予算及び決算の関係を明らかにした書類を整

備し、これを当該事業完了後５年間保管しておかなければならない。 

 

１７ 開設の報告 

   事業者は、補助事業に係る施設を開設したときは、その開設の日から１０日以内

に、施設開設報告書（別記第４号様式）に関係書類を添えて施設の開設を知事に報

告しなければならない。 

 

１８ 消費税仕入控除税額の報告 

補助事業者は、補助事業完了後に、消費税の申告により補助金に係る消費税仕入

控除税額が確定した場合は、別記第５号様式により知事に報告しなくてはならない。 

なお、知事に報告があった場合には、当該仕入控除税額の全部又は一部を東京都に

納付させることがある。 

 

１９ その他 

事業者がこの要綱に定める条件に違反した場合には、この補助金の全部又は一部

を都に納付させることがある。 
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別表 1 補助対象事業 

 定義  事業種別 

１ 障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律（平成１７年法律第

１２３号。以下「障害者総合支援法」という。）

第５条に規定する障害福祉サービス事業並

びに児童福祉法（昭和２２年法律第１６４

号。以下「児福法」という。）第６条の２の

２第２項に規定する児童発達支援及び第３

項に規定する医療型児童発達支援のうち次

の事業を行う事業所等 

生活介護 

短期入所 

自立訓練 

就労移行支援 

就労継続支援 

児童発達支援（重症心身障害児（者）通

所事業の指定を受けて障害福祉サービ

ス事業と一体的に行う場合に限る。） 

２ 障害者総合支援法第５条に規定する障

害福祉サービス事業のうち次の事業を行う

事業所 

共同生活援助 

３ 児福法第７条に規定する次の児童福祉

施設  

児童発達支援センター 

４ 児福法第６条の２の２第２項に規定す

る児童発達支援及び第３項に規定する医療

型児童発達支援及び第４項に規定する放課

後等デイサービスのうち次の事業を行う事

業所等 

児童発達支援、放課後等デイサービス事

業所（児童福祉法に基づく指定通所支援

の事業等の人員、設備及び運営に関する

基準（平成 24 年厚生労働省令第 15 号）

第５条第３項に規定する主として重症

心身障害児を通わせる指定児童発達支

援事業所及び同第６６条第３項に規定

する主として重症心身障害児を通わせ

る指定放課後等デイサービス事業所） 
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別表2 補助基準額

（単位：千円） （単位：千円） （単位：千円）

２　補助基準額 ２　補助基準額 ２　補助基準額

（１施設当たり） （１施設当たり） （１施設当たり）

（年額） （年額） （年額）

千代田区 15,000 八王子市 5,000 瑞穂町 5,000

中央区 15,000 立川市 5,000 日の出町 5,000

港区 15,000 武蔵野市 10,000 檜原村 5,000

新宿区 10,000 三鷹市 10,000 奥多摩町 5,000

文京区 15,000 青梅市 5,000 大島町 5,000

台東区 15,000 府中市 5,000 利島村 5,000

墨田区 10,000 昭島市 5,000 新島村 5,000

江東区 10,000 調布市 5,000 神津島村 5,000

品川区 10,000 町田市 5,000 三宅村 5,000

目黒区 15,000 小金井市 5,000 御蔵島村 5,000

大田区 10,000 小平市 5,000 八丈町 5,000

世田谷区 10,000 日野市 5,000 青ヶ島村 5,000

渋谷区 15,000 東村山市 5,000 小笠原村 5,000

中野区 10,000 国分寺市 5,000

杉並区 10,000 国立市 5,000

豊島区 10,000 福生市 5,000

北区 10,000 狛江市 5,000

荒川区 10,000 東大和市 5,000

板橋区 10,000 清瀬市 5,000

練馬区 5,000 東久留米市 5,000

足立区 5,000 武蔵村山市 5,000

葛飾区 5,000 多摩市 5,000

江戸川区 5,000 稲城市 5,000

羽村市 5,000

あきる野市 5,000

西東京市 5,000

１　施設の所在
　する区市町村

１　施設の所在
　する区市町村

１　施設の所在
　する区市町村

（生活介護、短期入所、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、児童発達支援（重症心身障害児（者）通所
事業の指定を受けて、上記いずれかの障害福祉サービスと一体的に行う場合に限る。）、児童発達支援セン
ターの場合）
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別表3 補助基準額

      (共同生活援助の場合）

（単位：千円） （単位：千円） （単位：千円）

２　補助基準額 ２　補助基準額 ２　補助基準額

（１施設当たり） （１施設当たり） （１施設当たり）

（年額） （年額） （年額）

千代田区 7,500 八王子市 2,500 瑞穂町 2,500

中央区 7,500 立川市 2,500 日の出町 2,500

港区 7,500 武蔵野市 5,000 檜原村 2,500

新宿区 5,000 三鷹市 5,000 奥多摩町 2,500

文京区 7,500 青梅市 2,500 大島町 2,500

台東区 7,500 府中市 2,500 利島村 2,500

墨田区 5,000 昭島市 2,500 新島村 2,500

江東区 5,000 調布市 2,500 神津島村 2,500

品川区 5,000 町田市 2,500 三宅村 2,500

目黒区 7,500 小金井市 2,500 御蔵島村 2,500

大田区 5,000 小平市 2,500 八丈町 2,500

世田谷区 5,000 日野市 2,500 青ヶ島村 2,500

渋谷区 7,500 東村山市 2,500 小笠原村 2,500

中野区 5,000 国分寺市 2,500

杉並区 5,000 国立市 2,500

豊島区 5,000 福生市 2,500

北区 5,000 狛江市 2,500

荒川区 5,000 東大和市 2,500

板橋区 5,000 清瀬市 2,500

練馬区 2,500 東久留米市 2,500

足立区 2,500 武蔵村山市 2,500

葛飾区 2,500 多摩市 2,500

江戸川区 2,500 稲城市 2,500

羽村市 2,500

あきる野市 2,500

西東京市 2,500

１　施設の所在
　する区市町村

１　施設の所在
　する区市町村

１　施設の所在
　する区市町村
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別表4 補助基準額

      (主として重症心身障害児を通わせる児童発達支援及び放課後等デイサービスの場合）

（単位：千円） （単位：千円） （単位：千円）

２　補助基準額 ２　補助基準額 ２　補助基準額

（１施設当たり） （１施設当たり） （１施設当たり）

（年額） （年額） （年額）

千代田区 3,000 八王子市 1,000 瑞穂町 1,000

中央区 3,000 立川市 1,000 日の出町 1,000

港区 3,000 武蔵野市 2,000 檜原村 1,000

新宿区 2,000 三鷹市 2,000 奥多摩町 1,000

文京区 3,000 青梅市 1,000 大島町 1,000

台東区 3,000 府中市 1,000 利島村 1,000

墨田区 2,000 昭島市 1,000 新島村 1,000

江東区 2,000 調布市 1,000 神津島村 1,000

品川区 2,000 町田市 1,000 三宅村 1,000

目黒区 3,000 小金井市 1,000 御蔵島村 1,000

大田区 2,000 小平市 1,000 八丈町 1,000

世田谷区 2,000 日野市 1,000 青ヶ島村 1,000

渋谷区 3,000 東村山市 1,000 小笠原村 1,000

中野区 2,000 国分寺市 1,000

杉並区 2,000 国立市 1,000

豊島区 2,000 福生市 1,000

北区 2,000 狛江市 1,000

荒川区 2,000 東大和市 1,000

板橋区 2,000 清瀬市 1,000

練馬区 1,000 東久留米市 1,000

足立区 1,000 武蔵村山市 1,000

葛飾区 1,000 多摩市 1,000

江戸川区 1,000 稲城市 1,000

羽村市 1,000

あきる野市 1,000

西東京市 1,000

１　施設の所在
　する区市町村

１　施設の所在
　する区市町村

１　施設の所在
　する区市町村
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別記
第１ 号様式

　 東京都知事　 殿
申請者

所在地
名称
代表者職氏名　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 印

１ 　 申請額 円

２ 　 施設の種別及び名称

３ 　 添付書類

（ １ ） 積算調書　 （ 別紙１ ）

（ ２ ） 事業計画書（ 別紙２ ）

（ ３ ） 誓約書（ 別紙３ ）

（ ４ ） 土地賃貸借契約書の写し

（ ５ ） 部屋別面積表（ 別紙４ ）

（ ６ ） 本事業に関する 歳入歳出予算（ 見込） 書抄本

（ ７ ） 借地料の算定根拠資料（ 不動産鑑定評価書等）

（ ８ ） 土地登記事項証明書

（ ９ ） 公図

（ 10） 当事業における 過年度の補助額確定通知の写し

（ 11） その他参考と なる 資料

※上記３ （ ７ ） 、 （ ８ ） 、 （ ９ ） については初年度交付申請時のみ添付
※上記３ （ 10） については初年度交付申請時は添付不要

担　 当　 者

記

所　 属

氏　 名

第　 　 　 　 号
令和　 　 年　 　 月　 　 日

令和   年度借地を活用し た障害者( 児) 施設設置支援事業補助金の
　 　 　 　 　     交付申請について

　 こ のこ と について、 下記のと おり 提出し ま す。

メ ール
電　 話

郵送先住所
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第１ 号様式　 別紙１

（ １ ） 国有地

（ 注） １ 　 Ｅ 欄は、 千円未満を切り 捨てた額と する こ と 。

（ ２ ） 民有地

（ 注） １ 　 Ｃ 欄には、 別表に定める 基準額を記入する こ と 。
２ 　 Ｄ 欄は、 日数が１ 月に満たない月も １ 月と みなすこ と 。
３ 　 Ｆ 欄には、 Ｂ 欄と Ｅ 欄の額を比較し て少ない方の額を記入する こ と 。
４ 　 Ｈ欄は、 千円未満を切り 捨てた額と する こ と 。

1/2

Ｇ Ｈ＝Ｆ ×ＧＦ
Ｃ Ｄ Ｅ ＝Ｃ ×Ｄ ／12

Ａ Ｂ
別表第2欄に定める 額 所要月数 本年度における 総額

1/2

（ 単位： 円）

総事業費の
実支出（ 予定） 額

対象経費の
実支出（ 予定） 額

補助基準額 選定額 補助率 補助申請額

補助申請額

Ａ Ｂ
別表第2欄に定める 額 所要月数 本年度における 総額

Ｃ （ ＝Ｂ ） Ｄ Ｅ ＝Ｃ ×Ｄ

総事業費の
実支出（ 予定） 額

対象経費の
実支出（ 予定） 額

補助基準額 選定額 補助率

積算調書

（ 申請者名　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）
（ 施設種別　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）
（ 施設名称　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

（ 単位： 円）
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別 紙 ２

令和　　 年度事業計画書

１　施設等の種別

２　施設等の名称

（開設（予定）月　令和　　年　　月）

３　施設等の設置者

４　賃貸借契約の概要

（補助対象分の賃借料）

(A)

(B)

(Ｃ) 月分

(D) 累計 月分

(Ｅ) 月分

５　事業計画

年度 年度 年度 年度 年度 年度

支払対象月数 月 月 月 月 月 月 月12

　　　　　　　　　　円　

　　　　　　　　　　円　

年度

　　　　　　　　　　円　

賃
借
料

賃料月額
（前払一時金除く）

賃料年額
（前払一時金除く）

賃料前払い一時金

　　　　　　　　　　円　

（A）のうち補助対象額

4 6

　　　　　　　　　　円　

1 2

土地賃貸借期間 令和　　年　　月　　日～令和　　年　　月　　　日

土地所有者
（賃貸人）

（令和　　年　　　月　　　日から令和　　年　　　月　　　日分）

円

（令和　　年　　　月　　　日から令和　　年　　　月　　　日分）

3

（令和　　年　　　月　　　日から令和　　年　　　月　　　日分）

12 12

円

円

12 60

契約締結日後60か月分の実支払予定額
（賃料前払い一時金及び保証金を除く）

（Ｂ）のうち本年度の支払額

（Ｂ）のうち既支払額の計

残額（Ｂ－Ｄ）

円

計

円

5

（令和　　年　　　月　　　日から令和　　年　　　月　　　日分）

国有地　　　・　　　民有地

所在地

地積 ㎡ （うち、補助対象部分　　　　　　　　　　　　　㎡）
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別紙３

誓　約　書

　　東 京 都 知 事　　殿

　借地を活用した障害者(児)施設設置支援事業補助要綱（令和６年４月１日付５福祉障施第２４４９号）第９
条の規定に基づく補助金等の交付の申請を行うに当たり、当該申請により補助金等の交付を受けようとす
る者（法人その他の団体にあっては、代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成員を含む。）
が東京都暴力団排除条例第２条第２号に規定する暴力団、同条第３号に規定する暴力団員又は同条第４
号に規定する暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）に該当せず、かつ将来にわたっても該当しない
ことをここに誓約いたします。
　また、この誓約に違反又は相違があり、同要綱別記補助条件９（１）エの規定により補助金等の交付の決
定の取消しを受けた場合において、同要綱別記補助条件１０の規定に基づき返還を命じられたときは、こ
れに異議なく応じることを誓約いたします。
　あわせて、知事が必要と認めた場合には、暴力団員等であるか否かの確認のため、警視庁へ照会がなさ
れることに同意いたします。

　　　　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人の所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

＊　法人その他の団体にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名を記入すること。
＊　この誓約書における「暴力団関係者」とは、以下の者をいう。
　・　暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配する法人等に所属する者
　・　暴力団員を雇用している者
　・　暴力団又は暴力団員を不当に利用していると認められる者
　・　暴力団の維持、運営に協力し、又は関与していると認められる者
　・　暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる者
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別紙４

（ 注） 補助対象と する 土地に整備する 建物について作成する こ と 。

部屋別面積表（ 延床面積）

○施設種別名○

① ②

③ ④

○ス ペース 別面積○
単位： ㎡

利用区分 ス ペース 名
共 用 部 分
面 積

按分方法
専用部分面積

① ② ③ ④

1
階

1階面積計 0. 00 － 0. 00 0. 00 0. 00 0. 00

2
階

2階面積計 0. 00 － 0. 00 0. 00 0. 00 0. 00

3階面積計 0. 00 － 0. 00 0. 00 0. 00 0. 00

延床面積　 計 0. 00 － 0. 00 0. 00 0. 00 0. 00

3
階

○共有部分面積分類○

共有部分
面積

① ② ③ ④

専用面積 0. 00 専用面積 0. 00 専用面積 0. 00 専用面積 0. 00

按
分
方
法

共有部分面積　 計 0. 00㎡ 0. 00㎡ 0. 00㎡ 0. 00㎡ 0. 00㎡

○施設種別別面積○

施設種別面積　 合計
　 （ 専用部分面積）

＋
（ 共有部分面積）

総合計
（ ①～④）

① ② ③ ④

0. 00㎡ 0. 00㎡ 0. 00㎡ 0. 00㎡ 0. 00㎡
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（単位：円）

区　　分

この抄本は、原本と相違ないことを証明します。

令和　　年　　月　　日

社会福祉法人　○○会　　理事長　○○　　○○ 印

（参考例）

令和　　年度　歳入歳出予算書抄本

金　　額 備　　考摘　要

収
入

計

支
出

計
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第２号様式 
 
                             捨 
                             印 
 
 

請  求  書 
 
             金            円 
 
 
 ただし、令和   年度借地を活用した障害者（児）施設設置支援事業補助

金として、上記金額を請求します。 
 
                         年   月   日 
 
 
  東 京 都 知 事  殿 
 
 
 
                 所 在 地 
                 法 人 名 
                 代 表 者 名 
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第３ 号様式

　 東京都知事　 殿
申請者

所在地
名称
代表者職氏名　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 印

１ 　 精算額 円

２ 　 施設の種別及び名称

３ 　 添付書類

（ １ ） 積算調書　 （ 別紙１ ）

（ ２ ） 事業実績報告書（ 別紙２ ）

（ ３ ） 本事業に関する 歳入歳出決算（ 見込） 書抄本

担　 当　 者

電　 話
氏　 名

郵送先住所

メ ール

第　 　 　 　 号
令和　 　 年　 　 月　 　 日

令和   年度借地を活用し た障害者( 児) 施設設置支援事業補助金の
　 　 　 　 　 　   事業実績報告について

　 　 令和　 　 年　 月　 日付　 　 　 　 第　 　 号で交付決定を受けた令和　 　 年度借地を活用し た
　 障害者( 児) 施設設置支援事業補助金について、 次の関係書類を添えて下記のと おり 報告し ま す。

記

所　 属
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第３ 号様式　 別紙１

（ １ ） 国有地

（ 注） １ 　 Ｅ 欄は、 千円未満を切り 捨てた額と する こ と 。

（ ２ ） 民有地

（ 注） １ 　 Ｃ 欄には、 別表に定める 基準額を記入する こ と 。
２ 　 Ｄ 欄は、 日数が１ 月に満たない月も １ 月と みなすこ と 。
３ 　 Ｆ 欄には、 Ｂ 欄と Ｅ 欄の額を比較し て少ない方の額を記入する こ と 。
４ 　 Ｈ欄は、 千円未満を切り 捨てた額と する こ と 。

積算調書

（ 申請者名　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）
（ 施設種別　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）
（ 施設名称　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

（ 単位： 円）

補助申請額

Ａ Ｂ
別表第2欄に定める 額 所要月数 本年度における 総額

Ｃ （ ＝Ｂ ） Ｄ Ｅ ＝Ｃ ×Ｄ

総事業費の
実支出額

対象経費の
実支出額

補助基準額 選定額 補助率

1/2

（ 単位： 円）

総事業費の
実支出額

対象経費の
実支出額

補助基準額 選定額 補助率 補助申請額

Ｃ Ｄ Ｅ ＝Ｃ ×Ｄ ／12
Ａ Ｂ

別表第2欄に定める 額 所要月数 本年度における 総額

1/2

Ｇ Ｈ＝Ｆ ×ＧＦ
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別 紙 ２

令和 年度事業実績報告書

１　施設等の種別

２　施設等の名称

（開設（予定）月　令和　　年　　月）

３　施設等の設置者

４　賃貸借契約の概要

（補助対象分の賃借料）

(A)

(B)

(Ｃ) 月分

(Ｄ) 累計 月分

(Ｅ) 月分

５　事業計画

年度 年度 年度 年度 年度 年度

支払対象月数 月 月 月 月 月 月 月

（令和　　年　　　月　　　日から令和　　年　　　月　　　日分）

国有地　　　・　　　民有地

所在地

地積 ㎡ （うち、補助対象部分　　　　　　　　　　　　　㎡）

12 12

円

円

12 60

契約締結日後60か月分の実支払予定額
（賃料前払い一時金及び保証金を除く）

（Ｂ）のうち本年度の支払額

（Ｂ）のうち既支払額の計

残額（Ｂ－Ｄ）

円

計

円

5 6

　　　　　　　　　　円　

1 2

土地賃貸借期間 令和　　年　　月　　日～令和　　年　　月　　　日

土地所有者
（賃貸人）

（令和　　年　　　月　　　日から令和　　年　　　月　　　日分）

円

（令和　　年　　　月　　　日から令和　　年　　　月　　　日分）

3

（令和　　年　　　月　　　日から令和　　年　　　月　　　日分）

12

　　　　　　　　　　円　

　　　　　　　　　　円　

年度

　　　　　　　　　　円　

賃
借
料

賃料月額
（前払一時金除く）

賃料年額
（前払一時金除く）

賃料前払い一時金

　　　　　　　　　　円　

（A）のうち補助対象額

4
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（単位：円）

区　　分

この抄本は、原本と相違ないことを証明します。

令和　　年　　月　　日

社会福祉法人　○○会　　理事長　○○　　○○ 印

支
出

計

収
入

計

（参考例）

令和　　年度　歳入歳出決算書抄本

金　　額 備　　考摘　要
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第４号様式

東京都知事　殿

（注１）指定通知、承認通知、開設許可書等の写しを添付すること。

担　当　者

メール

２　開設者名

第　　　　号
令和　　年　　月　　日

所在地
名称
代表者職氏名 印

借地を活用した障害者(児)施設設置支援事業補助施設開設報告書

　令和　　年　　月　　日付　　　　　　第　　　　号により交付決定された令和　　年度借地を
活用した障害者（児）施設設置支援事業補助金を受けた施設が、下記のとおり開設されたので報告
します。

記

１　施設種別

３　施設名称
４　施設所在地
５　開設種別  ア　新規開設　　イ　増築　　ウ　改築　　
６　開設定員数 　　　　　　　　　　　　　　　人
７　開設年月日  令和　　年　　月　　日
８　交付決定額 　　　　　　　　　　　　　　　円

所　属

氏　名
電　話
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